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付録 

 

(1) 研究成果・所外発表論文等一覧 

 (a)報告書・対外発表論文等 

 研究室 章等 時期 報告書・対外発表論文等 

1 海岸研究室 2 H23.5 平成23年東北地方太平洋沖地震の緊急調査速報 

（土木技術資料Vol.53,（財）土木技術センター） 

2 各研究室 2.5 H23.5 平成23年（2011年）東北地方太平洋沖地震調査研

究（速報）（東日本大震災）(国総研研究資料 636

号) 

3 海岸研究室 

 

2 H23.7 平成23年東北地方太平洋沖地震土木施設災害調

査速報（国総研資料No.642,国土技術政策総合研

究所） 

4 海岸研究室 

 

2 H23.8 津波による海岸及び海岸保全施設の被害 

（土木技術資料Vol.67,（財）土木技術センター） 

5 基準認証シ

ステム研究

室 

6.1 H24.2 津波避難ビル等の構造上の要件の解説 

(講習会テキスト) 

6 海岸研究室 

 

2 

4.2 

H24.3 粘り強く機能を発揮する海岸堤防 

（土木学会主催シンポジウム「東日本大震災あれ

から１年そしてこれからセッション参考資料,

（社）土木学会」） 

7 海岸研究室 

 

3 H24.3 平成23年東北地方太平洋沖地震による津波対策

のための津波浸水シミュレーションの手引きに

ついて（雑誌海岸第51巻,（社）全国海岸協会） 

8 基準認証シ

ステム研究

室 

6.1 H24.3 津波避難ビル等の構造上の要件の解説 

(国総研研究資料 673号) 

9 各研究室 2.5 H24.3 平成23年（2011年）東北地方太平洋沖地震被害調

査報告 (国総研研究資料 674号) 

10 基準認証シ

ステム研究

室 

2.5 H24.3 壁谷澤寿一、福山洋、奥田泰雄、加藤博人、石原

直、田尻清太郎、谷昌典：東北地方太平洋沖地震

において鉄筋コンクリート造建築物に作用した

津波荷重、構造工学論文集 Vol.58B、pp.91-96 

11 海岸研究室 4 H24.5 粘り強く効果を発揮する海岸堤防の構造検討（第

一報）（国総研技術速報No.1,国土技術政策総合

研究所河川研究部） 
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12 海岸研究室 3 H24.6 河川砂防技術基準 調査編（国土交通省水管理・

国土保全局） 

13 海岸研究室 3,5 H24.6 津波防災地域づくりの概要とそれを支える主要

な技術（土木技術資料Vol.54,（一財）土木研究

センター） 

14 海岸研究室 4.1 H24.6 津波による海岸堤防の被災の分析～粘り強くす

る方向性を見いだすための被災分析～（土木技術

資料Vol.54,（一財）土木研究センター） 

15 海岸研究室 2.2 H24.6 津波による地形変化に関する現地調査（土木技術

資料Vol.54,（一財）土木研究センター） 

16 海岸研究室 3,5 H24.7 津波からの多重防御・減災システムに関する研究

（建設マネジメント技術2012･7,（一財）経済調

査会） 

17 海岸研究室 4 H24.5 粘り強く効果を発揮する海岸堤防の構造検討（第

二報）（国総研技術速報No.3,国土技術政策総合

研究所河川研究部） 

18 海岸研究室 6.2 H24.11 加藤史訓、諏訪義雄、鳩貝聡、本間基寛、内田良

始：津波の高さ予想に応じた津波浸水域の推定方

法（土木学会論文集B2（海岸工学）,（公社）土

木学会） 

19 海岸研究室 5 H24.11 加藤史訓、諏訪義雄、藤田光一、岸田弘之、五十

嵐崇博、岡村次郎、林雄一郎：建築物等による津

波のせき上げの評価方法（土木学会論文集B2（海

岸工学）,（公社）土木学会） 

20 海岸研究室 2.3 H24.11 加藤史訓、 野口賢二、諏訪義雄、木村晃、河合

雅史、高木利光、小俣雅志：東北地方太平洋沖地

震津波による仙台平野南部での海岸堤防被災･洗

掘に関する調査（土木学会論文集B2（海岸工学）,

（公社）土木学会） 

21 海岸研究室 4.1 H24.11 渡辺国広、諏訪義雄、加藤史訓、藤田光一：東北

地方太平洋沖地震津波による海岸堤防の被災分

析（土木学会論文集B2（海岸工学）,（公社）土

木学会） 

22 海岸研究室 4.2 H24.11 鳩貝聡、諏訪義雄、加藤史訓：津波の越流による

海岸堤防の裏法尻の洗掘に関する水理模型実験

（土木学会論文集B2（海岸工学）,（公社）土木

学会） 

23 海岸研究室 4.2 H24.12 粘り強く効果を発揮する海岸堤防の構造検討（雑

誌河川No.797,（公社）日本河川協会） 
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24 海岸研究室 2.3, 

4.1, 

4.2 

H24.12 Fuminori Kato, Yoshio Suwa, Kunihiro Watanabe, 

and Satoshi Hatogai ：Mechanisms of Coastal 

Dike Failure Induced by the Great East Japan 

Earthquake Tsunami(Proceedings of the 33rd 

International Conference on Coastal 

Engineering,米国土木学会） 

25 海岸研究室 4.2 H24.12 粘り強く効果を発揮する海岸堤防の構造検討（土

木施工Vol.54,オフィススペース） 

26 海岸研究室 

河川研究室 

2,3,4 H25.1 2011年東日本大震災に対する国土技術政策総合

研究所の取り組み－緊急対応及び復旧･復興への

技術支援に関する活動記録－（国土技術政策総合

研究所研究報告,国土技術政策総合研究所） 

27 海岸研究室 3,5 H25.3 津波浸水シミュレーションの活用における留意

点（雑誌河川No.800,（公社）日本河川協会） 

28 海岸研究室 2.3, 

4.1, 

4.2 

H25.8 Fuminori Kato, Yoshio Suwa, Kunihiro Watanabe, 

and Satoshi Hatogai ：Damages to Shore 

Protection Facilities Induced by the Great 

East Japan Earthquake Tsunami(Journal of 

Disaster Research Vol.8,富士技術出版) 

29 海岸研究室 4.2 H25.11 加藤史訓、鳩貝聡、諏訪義雄：津波越流に対する

コンクリート平張り海岸堤防の粘り強い構造（土

木学会論文集B2（海岸工学）,（公社）土木学会） 

30 海岸研究室 4,5.3 H26.1 超過設計津波への対応策～粘り強い海岸堤防と

自然･地域インフラの活用～（土木技術資料

Vol.56,（一財）土木研究センター） 

31 海岸研究室 4.2 H26.4 加藤史訓、諏訪義雄、鳩貝聡、藤田光一：津波の

越流に対して粘り強く減災効果を発揮する海岸

堤防の構造検討（土木学会論文集B2（海岸工学）,

（公社）土木学会） 

32 海岸研究室 4.2 H26.6 海岸堤防･防波堤の被災メカニズムと粘り強い構

造の要件（東日本大震災合同調査報告,（公社）

土木学会） 

33 海岸研究室 4.1, 

4.2 

H26.6 海岸堤防の被災と粘り強い構造（東日本大震災合

同調査報告,（公社）土木学会） 

34 海岸研究室 5.3 H26.8 自然･地域インフラとは何か（RIVERFRONT Vol.79,

（公財）リバーフロント研究所） 

35 海岸研究室 4.2 H26.11 加藤史訓、齋藤雅彦、姫野一樹、諏訪義雄、石原

正義、樋口敬芳、南部卓也、小津貴則：津波越流

時の海岸堤防の被覆工下面に作用する圧力に関
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する気液二相流解析（土木学会論文集B2（海岸工

学）,（公社）土木学会） 

36 海岸研究室 5.3 H27.3 自然･地域インフラを活かして津波減災をはかる

（土木学会誌Vol.100,（公社）土木学会） 

37 海岸研究室 5.3 H27.6 自然･地域インフラを活かして津波減災をはかる

（土木技術資料Vol.57,（一財）土木研究センタ

ー） 

38 海岸研究室 4.2,5 H27.11 渡辺国広、姫野一樹、榊原弘、有村盾一、八木裕

子、越智達郎、諏訪義雄：海岸堤防の粘り強さ向

上による減災効果の感度分析（土木学会論文集B2

（海岸工学）,（公社）土木学会） 

39 都市防災研

究室 

2.6 H25.3 木内望、竹谷修一、岩見達也、勝又済ほか（2013）

「東日本大震災の津波被害を中心とした被災都

市における防災拠点機能の喪失と回復の実態」

『東日本大震災２周年シンポジウム梗概集』日本

建築学会 

40 都市防災研

究室 

 

2.6 H25.8 N.Kiuchi (2013)“Studies on the Urban and Local 

Level Securement of Disaster Preparedness 

Functions of Coastal Cities and Towns after the 

Great Tohoku Earthquake”2013年度国際都市計

画シンポジウム 

41 都市防災研

究室 

 

2.6 H26.4 木内望、勝又済（2014）「日本大震災津波による

沿岸都市の防災拠点機能の喪失・回復と防災都市

づくり」『国総研レポート2014』39p 

42 建設経済研

究室 

6.4 H25.11 岩見達也、竹谷修一、木内望（2013）「津波避難

リスクに基づく避難安全性評価手法に関する基

礎的検討」『第48回土木計画学研究発表会・講演

集』土木学会 

43 建設経済研

究室 

6.4 H26.4 岩見達也、竹谷修一（2014）「安全な市街地整備

に向けた津波避難安全性評価手法の開発」『国総

研レポート2014』40p 

44 都市防災研

究室 

6.4 H26.5 岩見達也、竹谷修一（2014）「津波と火災を考慮

した避難シミュレータのプロトタイプ」『日本火

災学会研究発表会概要集』日本火災学会pp.24-25 

45 都市防災研

究室 

6.4 H26.12 岩見達也、竹谷修一（2014）「津波と火災を考慮

した複合災害避難シミュレーションツールの開

発」『第37回情報･システム･利用･技術シンポジ

ウム 論文集』日本建築学会 

46 都市防災研 6.4 H27.4 木内望、竹谷修一（2015）「円滑な津波避難を実
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究室 現する市街地整備計画手法の開発」『国総研レポ

ート2015』66p 

47 都市計画研

究室 

 

6.4 H27.4 木内望、竹谷修一、勝又済（2015）「津波防災都

市づくりにおける都市防災拠点機能の確保の検

討に関する手引き案の作成」『国総研レポート

2015』67p 

48 都市計画研

究室 

 

6.4 H27.12 

予定 

木内望（2015）「津波防災都市づくりにおける防

災拠点機能の確保について」『都市計画学会誌 

No.318』 
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 (b)法令・技術基準等への研究成果の反映状況 

 研究室 章等 時期 報告書・対外発表論文等 

1 海岸研究室 

 

3 H23.7 津波に対する堤防高さの設定に必要な設計津波

の水位の設定方法について取りまとめ、海岸関係

省庁課長より通知 

2 海岸研究室 

 

3.3 H23.7 被災地域の迅速な復旧復興を支援するため、「平

成23年東北地方太平洋沖地震による津波対策の

ための津波浸水シミュレーションの手引き」を公

表 

3 海岸研究室 3.3 H24.1 

H24.7 

津波防災地域づくりに係る技術上の基準に関す

る研究成果(基準水位)が、津波防災地域づくり法

第３条の「基本指針」、第７５条の技術的基準、

施行規則に反映 

4 海岸研究室 

 

3.2 H24.2 津波防災地域づくり法第８条の津波浸水想定の

都道府県による設定を支援するため、「津波浸水

想定の設定の手引き」を公表 

5 海岸研究室 4.2 H26.6 海岸法改正で「粘り強い堤防構造」が海岸保全施

設に位置づけ 

6 基準認証シ

ステム研究

室 

6.1 H24.11 「津波に対し構造耐力上安全な建築物の設計法

等に係る追加的知見について」（平成23年11月17

日付国住指第2570号）における「東日本大震災に

おける津波による建築物被害を踏まえた津波避

難ビル等の構造上の要件に係る暫定指針」をとり

まとめた 
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(2) 広報・技術支援実績一覧 

 

 (a)広報実績 

 研究室 章等 時期 広報実績 

1 海岸研究室  H23.4 東日本大震災調査報告会 

2 
海岸研究室 2. H23.11 

土木の日（津波の実験設備の公開、震災被害の

概要説明など） 

3 海岸研究室 

河川研究室 
 H24.3 

国総研・土研 東日本大震災 報告会 ～震災から

一年を経て、見えてきたこと～ 

4 基準認証シ

ステム研究

室 

2.5 H24.10 平成24年度国土技術研究会 

津波避難ビルの技術基準及び設計例 

5 基準認証シ

ステム研究

室 

2.5 H24.11 第10回環境研究シンポジウム 

津波避難ビルの技術基準及び設計例 

6 海岸研究室  H25.3 東日本大震災報告会～震災から 2 年を経て～ 

7 海岸研究室 2. H26.10 釜石高校出前講座 

8 海岸研究室 4.2 H26.11 土木の日（粘り強い堤防の実験動画公開） 

9 海岸研究室 5.3 H27.2 自然・地域インフラの勉強会の開催 

10 
海岸研究室 4.2 H27.4 

粘り強い堤防の実験動画をホームページ上に公

開 

11 都市防災研

究室 

 H26.1.17 「防災都市づくりによる津波対策の研究に取り

組んでいます」（国総研メールサービス 

No.159） 

12 都市防災研

究室 

6.4 H26.1.16 「徳島県美波町での津波防災都市づくりに関す

る意見交換会の実施について」（都市防災研究

室ＨＰ） 

13 都市防災研

究室 

6.4 H26.4.15 「和歌山県田辺市での津波防災都市づくりに関

する意見交換会の実施について」（都市防災研

究室ＨＰ） 

  

 (b)技術支援の具体例（現地指導・検討委員会設置・委員参加等） 

 研究室 章等 時期 検討委員会設置・委員参加 

1 

海岸研究室  

H23.11 

H24.2,3 

H25.8 

宮城県沿岸域河口部・海岸施設復旧における

環境等検討委員会に委員として参加 

2 
海岸研究室 3.3 H24.2～3 

津波浸水想定の設定の手引きに係る都道府

県、コンサルタントへの説明会の参加 

3 海岸研究室 3.3 H24.4～ 津波浸水想定の設定の手引きに係る地方ブロ
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ック説明会の参加 

4 

海岸研究室 
5.1 

5.2 

H23. 11 

H24.2,3, 

10,H27.2 

岩手県津波防災技術専門委員会に委員として

参加 

5 

海岸研究室 
4.2, 

4.3 

H23.4,5,7

,8,9,10 

H24.1,9 

岩手県河川・海岸構造物の復旧等における環

境・景観検討委員会に委員として参加 

6 
海岸研究室 

3.2 

4.2 

H25.3 

H26.3 

直轄高知海岸地震津波対策検討委員会に委員

として参加 

7 
海岸研究室  H25. 

地震津波減災対策検討委員会に委員として参

加 

8 
海岸研究室 5.1 H25～ 

津波ハザード情報の利活用に関する委員会に

委員として参加 

9 
海岸研究室 3.2 H25～ 

海域における断層情報総合評価プロジェクト

運営委員会に委員として参加 

10 海岸研究室  H26. 岩手県復旧・復興に係る委員会 

11 
海岸研究室 

3. 

5.1 
H27.3 

福島県沿岸津波浸水想定策定に向けた技術検討

会 

12 
海岸研究室 

3. 

5.1 
H26.5,8 

沖縄県津波浸水想定設定委員会 

13 

海岸研究室 

3. 

4. 

5. 

H27.7～ 

津波作用に関する研究レビューおよび活用研究

小委員会に委員として参加 

14 都市防災研

究室 

2.6 

6.4 

H23.9～

H24.3 

平成23年度安全・安心まちづくり推進方策検

討調査防災まちづくりWG(国土交通本省)に委

員として参加（計３回） 

15 建設経済研

究室 

 

2.6 

6.4 

H24.9～

H25.3 

平成23年度安全・安心まちづくり推進方策検

討調査防災まちづくりWG(国土交通本省)に委

員として参加（計２回） 

16 都市防災研

究室 

 

2.6 

6.4 

H24.9～

H25.3 

平成24年度安全・安心まちづくり推進方策検

討調査防災まちづくりWG(国土交通本省)に委

員として参加（計５回） 

17 建設経済研

究室 

 

2.6 

6.4 

H24.9～

H25.3 

平成24年度安全・安心まちづくり推進方策検

討調査防災まちづくりWG(国土交通本省)に委

員として参加（計５回） 
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